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(International Code of Botanical Nomenc1ature; ICBN) に従うものとされてきたが、現在では、メ
ルボルン規約と略称される2012年の国際藻類・菌類・植物命名規約 (International Code of 
Nomenc1ature for algae. [ungi. and plants; ICN) に従うものとされている 30 野土種の雑種に関して
は、同規約の IAPPENDIX 1.Names of hybridsJが適用される。この規則は、野生種に適用される
ものなので、栽培植物(園芸植物)の雑種には適用されない。他方、野生植物ではない栽培植物(園
芸植物)に関しては、凶|際栽培植物命名規約(lnternationalCode of Nomenclature for Cultivated 




1 例えば、ラン科カトレアl副こJ，~i るカトレア・ウンテユヲタ (Cattleya x undulata (Lindley) 1.0. Williams)は、
以前は独立した穂ど考えられていた。しかし、現伐では、カトレア・エロンガタ (Cattleya elongata Barbosa 
Rodrigues)とカトレア・シレリアナ (Cattleyaschilleriana H.G. Reichenbach)の交雑種だと考えられている(ただし、
過去のプラントハンターが自生地において人工授粉して作出した狸近野生種である可能性は否定されない。)。自然交
雑種については、正式には、交雑種であることを示す rxJを付加した rCattleya X undulataJとの名称を用いなけ
































Announces Close and Findings of Investigation into the Detection of Genetically Engineered Wheat in Oregon in 
2013 -Opens New Investigation Into Separate Detection of GE Wheat in Montana in 2014 (https:!/www.aphis. 
usda.gov !newsroom!2014!09/pdf/ ge_ wheat.pdf [2015年10月14日確認])、 APHIS，Questions and Answers: 
Genetically Engineered Wh巴atIn vestigation (https:!!www.aphis.usda.gov !publications!biotechnology !2014!faq_ge_ 
wheat.pdf [20日年10月15日確認J)、 Europeanpatents on plants and animals is the patent industry taking control 
of our food?， No Pat巴ntson S巴eds!，2014が参考になる。これに対し、農業分野等におけるバイオテクノロジーの応用
を肯定的にとらえるものとしては、 AgnesRicroch， Surinder Chopra， Shelby Fleischer (eds.)， Plant Biotechnology 
-Experience and Future Prospects， Springer， 2014、KaviKishor， P.B.， Rajib Bandopadhyay， Prashanth Suravajhala 
(eds.) ， Agricultural Bioinformatics， Springer， 2014、C.A.Brebbia & V. Popov (eds目)， Food and Environment -The 






土壌内に存在する微生物と植物との関係については、 Guenther Witzany (edよ Biocommunication of Fungi， 
Springer， 2012. Dennis C. Gross， Ann Lichens-Park， Chittaranjan Kole (eds.). Genomics of Plant-Associat巴d
Bacteria. Springer. 2014、KentaroHosaka， Successful PCR Amplification of Bacteria from Mushroom Fruit Bodies， 
Bulletin of the National Museum of Nature and Science， vol. 41. no.2， pp.45-51、東京大学農学部編『土壌圏の科学(普





















10 茶園成樹編『知的財産関係条約~ (有斐閣、 2015)93-94頁が参考になる。
1 Stephen Jay Gould， 1 H日veLanded -The End of a Be宮inningin Natural History， Belknap Press， 2011が参考になる。












許制度上の問題点とデータベースによる解決方法」法とコンピュータ27号33-43頁、 TakatoNATSUI. Some Legal 
Issues Caused by Identification of Wild Herbal Plants-Interpretatiun and Perspectives of Patent Law -， Meiji Law 






















































































23 消費者行政の一般概念に関しては、大村敦志『消費者法.i (有斐閣、 1998)217-284頁、内閣府国民生活局消費者
企蘭謀編『逐条解説・消費者契約法[補訂阪H(商事法務、 2003)3 -31頁、消費者庁消費者政策課・消費者制度課・
地方協力課・消費者安全課『逐条解説・消費者安全法[第2版J.l(商事法務、 2013)2 -15頁、鎌田燕ほか編『岩波
講座現代の法13消費生活と法.1 (岩波書底、 1997)3 -76頁が参考になる。
24 本論文においては、遺伝子操作や遺伝子組換え医薬品を用いる医療行為等に関しては論じない。この点については、
野村農弘・大西純一・中村聡・岩本明久・金子宏直・篠原一彦・田倉智之・片山英二・小松楠緒子・川名功子『コン
ピュータ社会における人生命倫理と法.1 (レクシスネクシス・ジャパン、 2007)、MattiHayry， Rationality and 






























































健機関本部・スイス・ジュネーブ、 2000年 5月29日-6月2日)却をはじめ、 Guideline for the 
Conduct of Food Safety Assessment of Foods Derived from Recombinant-DNA Plants (CAC/GL 
45・2003)旬、 JointFAO/WHO Food Standards Programme. CODEX Alimentarius Commission. 31st 







28 市川和昭「遺伝子組み換え食品とその表示」名古屋文理大学紀要 2 号101~11l頁が参考になる。
29 http://www.mhlw.go.jp/topics/idenshilcodex/04-01.html [2015年10月5日確認]



















































































































































































































































































キノコ(菌類)に含まれるアガリチン (agaritine)、オトギリソウ科のガルシニア (Garciniagummi-gutta (L.) N 



























































































































































































































こずえ・時下祥子・林芳樹・日野明党・手島玲子・ i事回純一・米谷民雄["A Detection Method of CryIAc Prot巴m
for Identifying Genetical1y Modified Rice Using the LateraI Flow Strip AssayJ食品衛生学雑誌47巻3-1苦111-114頁、
手島玲子・波遺敬浩・奥貫晴代・五十鈴川和人・穐山浩・小野寺1奪志・今井俊夫・皇国正武・湾問純一「遺伝子組換
えとうもろこし CBH351のBNラット並びにBlOAマウスへの9081旬混餌投与による免疫系への影響」食品衛生学雑
誌43巻5号273-279賞、 MonicaAndreassenab， Elena Roccaa， Thomas B白hnac，Odd伺GunnarWikmarka， Johnnie 
van den Bergd， Martinus Lovike. Terj巴Traavikac& Unni C巴cilieNyg， Food and Agricultural Immunology， Vo1.26， 
Issu巴4，2015.pp， 521-537、HumoraIand cellular immune respons巴sin mice after airway administration of Bacillus 
thuringiensis Cry1Ab and MON810 cry1Ab-transgenic maize、DanielaReiner， Rui-Yun Lee， Michelle M. Epstein， 
Effect of feeding geneticaIly modified Bt-corn on allergic disease， Clin Transl Allergy. 2011; 1 (Suppl 1): p.l3、
Friend of the Earth， Could GM foods cause allergies?・Acritique of current al1ergenicity testing in the light of 




































































響一大麻規制法令を中心とする考察一」法律論叢84巻 4 ・ 5 号 91-112-~で指摘した。


















































見解もある (ChrisBennett， Cannabis and the Soma Solution， TrineDay， 2010が最も詳しい。)。現代にあっては、欧














の結果、同法により規制される「けし」とは、ケシ (Papaversomniferum L.)、アツミゲシ (Papaver









登録された植物はオリエンタル・ポピー (Papaver orientale)の品種なのであって、ケシ (Papaver
somn俳rum)ではないので、この人工合成植物に対してあへん法の適用がない。
同様に、架空の設例として、例えば、オリエンタル・ポピー (Papaverorientale)にハカマオニゲ
シ (p，ゆaverbracteatum)の遺伝子を組みこんで外形上オリエンタル・ポピー (p，ゅaverorientale) 
とハカマオニゲシ (Papaverbracteatum)のいずれとも見分けがつかないけれども、アルカロイドの
一種で麻薬作用のあるテパイン (thebaine)その他のケシ科ケシ属の植物特有の成分を生成すること
































この「コカJには、コカノ今科コカ属のコカ (E，'ythroxylum coca Lamarck) が該当する。コカ
73 関連する文献として、 U.S.Kaicker. B. Choudhury， Hybrids of Opium Poppy (p，ゆaversomn的rum1，) with 
Changed Morphine Alkaloid Content， 10.17660/ ActaHortic.l983.l32.21、Anne Espinasse， Francoise Dosba. 
Cytological analysis of hybrids bctween p，ゆaversomniferum 1， and Papaver bracteatum Lindl. phylogenetic 
































































































































U.S. Food and Drug Administration， Center for Food Safety and Applied Nutrition， Office of Nutritional Products， 


















































須藤義博・田村康人編「農薬の科学一生物制御と植物保護-~ (朝倉香慮、 2004)191-230頁、 RonaldRoss Watson 
& Victor R. Preedy， Genetically Modified Organisms in Food . Production， Safety， Regulation and Public Health， 
Academic Press， 20日、 Robel'tBlair & Joe M. Regenstein， Genetic Modification and Food Quality . A Down to 
Earth Analysis， Wiley， 2015が参考になる o GM大豆や GMトウモロコシ等の遺伝子組換え作物と密接な関連をする
米国 Monsanto社製除草剤「ラウンドアップ (Roundup)Jの毒性について、 WHOは rrARCMonographs Volume 









































































これらの点に関しては、 UgoPagallo， The Laws of Robots， Springer， 2013、MartinFord， Rise of the Robots -
Technology and the Threat of a Jobless Future， Basic Books， 2015、RamGal and Frederic Libersat. On predatory 
wasps and zombie cockroaches ・Investigationsof“free wil" and spontaneous behavior in insects， Commun Integr 
Biol. 2010 Sep・Oct;3 (5): 458-461.、 F.Libersat， Wasp uses venom cocktail to manipulate the behavior of its 






























































よるタバコ種間雑種 (Nicotianagossei Domin X N. tabacum 1.，N. rustica 1.， X N. tabacum 1.)での親由来染色体の識
別JBreedingscience47巻l号67-70買、 HongshuoLiu & Wataru Marubashi， Identification of genomic factors 
responsible for hybrid lethality in hybrids between Nicotiana 1tudicaulis Watson and N. tabacum 1.， Plant 
Biotechnology， vo1.30， no.4， pp. 347-355、Chang-SungChoi & Hiroshi Sano， Identification of tobacco genes encoding 
































タ (Nicotianaalata Link et Otto)がその代表的な種である。このニコチアナ・アラタには多数の図芸品積がある。
92 ここで述べることとは別に、知的財産権プロパーの問題としても誤認・混同の問題が存在する。例えば、金子敏哉
「商標権と混同を巡る問題状泌」別冊Patent 65巻 1~1l束、上野迄弘「混同の意味」同議12-25Jjミ\土肥一史「混
同の虞れの認定について」同誌lOO~l08頁が参考になる。夏井高人「一般名称を用いた商標-Elemís 事件判決を中
心とする考察J明治大学社会科学研究所紀要53巻2号123-162頁でも商標法上の拒絶事由としての誤認・混同の論理
構造について論じた。知的財産権の分野における誤認・混同の問題と消費者保護法の領域における誤認・混同の問題
との関連性については、更に分析・検討を重ねる必要がある。
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絶または無効とならない場合であっても、(個別の違法性阻却事由が存在しない限り)当該特許発明
に基づく具体的な実施については取締法規違反を構成し得るとする930
確かに、所定の許可を受ければ適法化されるような例がかなり多数ある94。例えば、あへん法によ
り規制されているあへんの原料となる植物(けし)の栽培方法に関する発明の特許出願といった例を
考えてみると、その特許出願は、それ自体としては公序良俗違反・公衆衛生を害するおそれのある行
為として拒絶または無効とはならず、特許法に定める他の要件を全て充足している限り、適法に特許
権を成立させることができる。そして、所定の許可等を受けた医療機関等は、当該発明にかかる栽培
方法について特許権者から許諾を得た上で当該特許発明を適法に実施することができるはずである950
このような特許法における通説の解釈を踏まえた上で、本論文で検討した消費者保護法及び薬剤関
連法令等の適用は、具体的に存在する何らかの生物穂について適用されるもので、観念としての知的
財産権それ自体に対して適用されるものではない960 そして、特許法における通説に従うときは、特
許権それ自体としては適法・有効に存在していても、当該特許発明の実施行為が取締法規に抵触する
ときは(特許発明それ自体ではなく)当該実施行為が違法行為として取締りの対象となるのであるか
ら、結局、特許権が適法に存在しているか否かは、当該実施行為が取締法令違反行為として違法とな
るか否かとは無関係である。換言すると、特許権が存在しているということは、それだけでは違法性
阻却事由とならない。このことは、他の知的財産権についても基本的には全部同じである。
そして、知的財産権の存在だけでは違法性阻却事由とはならない以上、特許権等の知的財産権が存
在することをことさら標梼・強調して当該製品が安全な合法品であるかのように表示する行為は、事
案により、景品表示法違反となる誤認を誘発させる行為として法的に評価することができる。加えて、
ここまで述べてきたような偽装のための遺伝子洗浄が意図的に実行されたような事案97においては、
特許無効の審決・審判等を経ておらず形式上では有効に特許権が存在しているように見える場合98で
あっても、民事訴訟等において特許権が存在することをもって違法性阻却事由として主張することは、
権利の濫用に該当し、許きれないと解する990
なお、私見は、遺伝子組換え生物について非雑種説を採らないので、雑種である人工合成生物(種
Ax種 B) を雑種ではない生物種Aまたは生物種Bの品種として特許出願する行為それ自体が「存
在しない生物種」について出願するものとして最初から全部無効であると解する。そして、無効な知
93 前掲中山信弘『特許法(第2版H144-149頁がこの立場を採る。
94 典型的な例としては、一般に、人を殺す行為は殺人罪に該当する犯罪行為(違法行為)となるが、裁判所の死刑を
宣告する適法な有罪判決に碁づいて適法に執行される死刑は違法性阻却事由が存在するので、当該死刑の執行を担当
する公務員が殺人罪に関われることはない。
95 前掲中山信弘『特許法(第2版H148頁には、阿片吸引器の発明についての言及がある。
96 知的財産権それ自体は観念的なもの(観念形象)であるとの理解は、ほぽ異論のない通説的な理解である。ただし、
知的財産のー穫である著作物としての「作品Jに関しては別の考え方もあり得る。この点については、夏井高人「情
報財一法概念としての意義」明治大学社会科学研究所紀要52巻2号213-241頁で既に触れた。
97 当事者の社会的地位、能力、経験、関連情報へのアクセスの難易、当該特許が審判・審決により無効とされる可能
性の程度等の事情を総合勘案して、重大な過失があると認められるような事案を含む。
98 特許法上の無効の抗弁(同法104条の3)に関しては、前掲中山信弘「特許法(第2版H336-344頁が参考になる。
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的財産権については、その存在をもって違法性阻却事由とすることもできない。
5 まとめー提言
本論文においては、全く異なる種類の生物種を遺伝子組換え技術の応用によって製造した新種人工
生物について、非雑種説に基づき、これを片方の親種の品種として特許出願または品種登録する行為
が遺伝子洗i争として各種法令に実質的に違反し、その適用を潜脱し、無効化するような結果を招くメ
カニズムを明らかにした。
遺伝子組換え生物またはそれを原料とする製品が農産物、食品、医薬品等に該当する場合、国民の
生命・健康の安全に対して与える脅戚は非常に大きい。それゆえ、遺伝子洗浄の問題は、知的財産法
の領域に限定された特殊専門的なものではなく、広く国民一般に重大な利害のある問題である。
遺伝子と関連する学術研究、製品開発、特許化等には様々な問題があり得るが、名称の誤用・濫用
による欺肺的な行為が社会に与える影響は通常考えられているよりもはるかに大きい。それは、人聞
がシンボル(象徴・標章)としての符号を知覚し、その知覚に基づいて思考・判断する動物だからで
ある。そのような符号のトリックによる錯覚を悪用した社会的病理現象は既に存在していると推定さ
れる100。
遺伝子組換え生物に関する非雑種説は、それ自体としては単なる学術上の見解の一種に過ぎな
い101。にもかかわらず、この見解に依拠して法理論や法解釈を構築した場合の弊害は著しく大きい。
それゆえ、とりわけ遺伝子洗浄によって意図的に各種行政監督法令の適用を免れようとするためにこ
の見解を示すことは、それだけで各種違法行為の共謀共同正犯(共同不法行為)、教唆、帯助に相当
する行為として法的に評価し得る102。しかし、思想・信条の自由、学問の自由、出版の自由を含む言
論の自由はある。そこで、非雑種説の当否とは無関係に、非雑種説を採用した場合の弊害を除去する
ような国家政策が模索されなければならない。
私見としては、遺伝子組換え生物である新種人工生物については、当該新種人工生物に含まれてい
99 特許無効の主張については制度上の難しい問題がある。参考となる裁判例として、「特許権侵害訴訟において差止
請求を認容する原判決の確定後に当該特許の無効審決が確定した場合において、原判決がいわゆるキルピー判決の法
理に基づく権利i監用の抗弁を排斥したからといって当該特許の有効性について判断したものということができず、再
審の訴えの提起は信義則に反するといえない」とする平成20年7月14日判決・判例時報2050号137頁がある。判例評
釈として、水谷直樹「知的財産権判例ニュース 特許侵害を認めた原判決の確定後に、当該特許権が無効審決により
無効確定した場合の再審請求事件において、原判決の取り消しが認められた事例J発明105巻9号46-48頁、震富貴
光「特許法104~長の 3 の有効活用に向けてーダブル・トラック現象・再審制度と紛争のー図的解決の調和」パテント
63巻(別冊2)121-145頁がある。また、特許無効の主張と関連する裁判例として、最高裁平成20年4月24日判決・
民集62巻5号1262頁がある。判例評釈として、熊谷健一「訂正の主張と特許司法104条の3及ぴ再審事由」・小野昌延先
生喜寿記念刊行事務局編『知的財産法最高裁判例評釈大系(1)特許・実用新案法一小野晶延先生喜寿記念j(青林
書院、 2009)782-788頁所収、水谷直樹「知的財産権判例ニュース 特許無効の主張に対する対抗主張として、特許
請求の範囲の減織を内容とする訂正審判請求を行うことを前提とした主張を原審で行うことが可能であったのに、こ
れを行わずに上告審で行うことは、特許法104条の3の趣旨に照らして許されないと判示した事例」発明105巻7・号60
-62頁がある。
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る遺伝子の基原となっている生物種の名を全て列挙して表示することにより、公示的な表現をすべき
ことを義務付け、それによって関連監督官庁及ぴ国民に対し自動的に注意を喚起するような制度設計
が望ましいと考える。その個別の詳細については、本論文で検討した各法令の解釈・運用と関連させ
て述べたとおりである。
結論として言えることは、「人聞は、神になろうとすることは許されない」ということに尽きる。
しかし、現実に神になろうとする者が多数おり、神になったつもりで自然界には存在しない新種人工
生物を続々と誕生させ続けている以上、国は、予期せぬ深刻な事態とりわけ人類の絶滅を避けるため、
最善の努力を尽くすべきである。人類の絶滅のような究極の状態まで至らないにしても、様々な健康
被害等の発生は十分に予想されるところである。
弊害を除去すべく、遺伝子組換え生物の構成要素となっている生物の名について公示的な機能を有
10 この文脈において関連する社会的事象の例としては、例えば、 ES細胞由来の細胞をSTAP細胞であるとして自
然科学の学術専門雑誌Nature誌上で論文を公表したという事例をあげることができる。 ES細胞は、動物の座盤胞期
の段階にある圧を構成する細胞からつくられる幹細胞の細胞株のことを指し、大雑把に言えば、普通の受精卵と基本
的に変わりがないので、とりわけヒトのES細胞を用いることは、形式論的には殺人行為に類似する細胞破壊行為を
実行すると評価することも可能で、倫理上問題があるとの指摘がなされてきた(近未来において、人為的に管理可能
な人工胎盤の技術が確立されそれが実用化するようになると、ES細胞のようなJlfの段階で既に独立した法律上の「人」
に該当するものとして関連法令を適用するようになる可能性がある。)。一般に、自然科学研究には失敗や錯覚や誤解
等が常につきものなので、問題とされた事例において、過失により ES細胞由来の細胞をSTAP細胞であると信じた
ということは十分にあり得ることである。一般に、そのような無数の失敗の積み重ねの上に幸運な成功というものが
成立している。したがって、自然科学研究の過程において失敗や間違いがあったことそれ自体を非難することはでき
ない。誤解や錯誤は、それに気づいた時点で撤回・修正されればそれで足りると考える。しかし、故意により符号の
操作が実行され、真実に反する虚偽内容の学術論文が作成されたというような場合には、それが仮に犯罪行為を構成
するものではないとしても、社会を愚弄するものであり、自然科学研究に対する信頼を失墜させる極めて悪質な行為
だと評価されても弁解のしょうがないのではないかと考える。なお、独立行政法人理化学研究所理事長宛研究論文に
関する調査委員会平成26年12月25日付「研究論文に関する調査報告書」は、まとめとして、「第一は、本調査により、
STAP細胞が多能性を持つというこの論文の主な結論が否定された問題である。その証拠となるべき STAP幹細胞、
FI幹細胞、キメラ、テラトーマは、すべてES細胞の混入に由来する、あるいはそれで説明できることが科学的な証
拠で明らかになった。 STAP論文は、ほぼすべて否定されたと考えて良い。これだけ多くのES細胞の混入があると、
過失というより誰かが故意に混入した疑いを拭えないが、残念ながら、本調査では十分な証拠をもって不正行為があっ
たという結論を出すまでには至らなかった。これは、本調査委員会の能力と権限の限界でもあると考える」、「第二は、
論文の図表の元になるオリジナルデー夕、特に小保方氏担当の分が、顕微鏡に取り付けたハードディスク内の画像を
除きほとんど存在せず、『責任ある研究jの基盤が崩壊している問題であるJ、「論文の図表の取り違え、図の作成過
程での不適切な操作、実験機器の操作や実験法の初歩的な間違いなど、過失が非常に多いという問題である」、「第四
は、このように実験記録やオリジナルデータがないことや、見ただけで疑念が湧く図表があることを、共同研究者や
論文の共著者が見落とした、あるいは見逃した問題である。また、 STAP幹細胞やキメラについて明らかに怪しいデー
タがあるのに、それを追求する実験を怠った問題もある」との指摘をしている。
101 化学の分野では、ある特定の分子を構成する要素(原子)が1個でも異なれば、別の分子構造をもっ全く別の化
学物質として理解される。そして、そのような理解を前提として、非常に微細な相違があることを根拠として特許化
が検討されることが決して少なくない。これに対し、高等生物である生物穫の分類の場合には、化学の分野における
分子の理解と同一に扱うことのできない部分が存在することは事実である。しかし、遺伝子組換え生物(遺伝子組換
え細胞)に関する限り、それは既に分子生物学の領域に属しているものであり、この微妙な領域において、とてつも
なく大雑把な生物分類手法を無理に適用しようとすると重大な組踊が生じてしまう可能性があることは必然だと考え
る。分子生物学の領域において、本論文で検討した非雑種説のような見解を持ち込むことは許きれないことだと考え
る。そして、遺伝子組換え生物(遺伝子組換え細胞)と関連する特許発明の多くは、まさにこの分子生物学の領域に
属する。
102 真実は有毒植物である植物を原料とする健康食品の摂取を推奨する内容の医学博士による健康雑誌記事が不法行
為を構成するとした裁判事例として、名古屋地裁平成19年11月30日判決・判例時報2001号69頁がある。
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する表現を用いるべきである。
そして、人工雑種である牛ム物を雑種ではない生物種の品種として販売し、また、そのような雑種を
雑種ではない生物種の品種と Lて原料に使用して何らかの製品を製造し、その製造きれた拠品を販売
する行為は、原則として禁止すべきであると考える。遺伝子組換えによる人工雑種は人工雑種である
新種人工生物として販売されるべきであるし、遺伝子組換えによる人工雑種を原料とする製品は新種
人工生物(新種人工細胞)を原料とする製品として販売されるべきである。
以上103
103 本論文は、科学研究費補助金(基盤研究B)r標章の保護と公共政策に関する総合研究J(研究課題番号
25285034)による研究成果の一部である。
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